
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立科学博物館の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当法人は、博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用

に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料の収集、保管及び公衆への供覧等

を行うことにより、自然科学及び社会教育の振興を図ることを目的としている。
そうした中で法人の長には、自然史及び科学技術史研究に関する中核的研究機関の

長として、また我が国における主導的な博物館としての活動を総括するため、高いマネ
ジメント能力やリーダーシップ、所管分野における高度な専門性が求められる。

役職報酬水準を検討するにあたって、法人の長及び理事においては、国家公務員の
給与水準を参考としている。法人の長においては、指定職５号俸相当としており、研究
所の長に適用される指定職５号俸がその職務内容及び職責の重要性が近い。理事に
おいては、指定職２号俸相当としており、委員会の事務局長、大規模研究所の副所長、
大病院の副院長が適用される指定職２号俸がその職務内容及び職責の重要性が近い。
監事については非常勤であり、国立青少年教育振興機構や国立文化財機構、国立美
術館の水準を参考にしつつ、業務状況を踏まえ設定している。

法人の長については、文部科学大臣が行う業績評価を勘案して、期末特別手当

の額の１００分の１０の範囲内で増減できることとしている。理事については、文部科

学大臣が行う業績評価や役員としての業務に対する貢献度等を総合的に勘案して

法人の長が決定する評価に基づき、期末特別手当の額の１００分の１０の範囲内で

増減できることとしている。

常勤の役員における法人の長の給与については本給（979,000円）、特
別地域手当（東京都特別区２０％）、通勤手当、単身赴任手当及び期末
特別手当としている。期末特別手当の額は、独立行政法人国立科学博物
館役員給与規程に則り、基準日現在において本給及び特別地域手当の
月額並びに本給及び特別地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た額
並びに本給に１００分の２５を乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場
合においては１００分の１７０．０、１２月に支給する場合においては１００分
の１７５．０を乗じて得た額に、基準日前６箇月以内の期間におけるその者
の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。また、文部科学大臣
が行う業績評価を勘案して、期末特別手当の額を１００分の１０の範囲内
で増減できることとしている。

なお、令和６年度では、期末特別手当支給率の引上げ（年間0.05か月
分）を実施した。



理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,267 11,748 5,708
2,349

462
（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,788 9,264 4,501
1,852

171
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

600 600 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

600 600 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

A理事

A監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長

常勤の役員における理事の給与については本給（７７２，０００円）、特別地
域手当（東京都特別区２０％）、通勤手当、単身赴任手当及び期末特別手
当としている。期末特別手当の額は、独立行政法人国立科学博物館役員給
与規程に則り、基準日現在において本給及び特別地域手当の月額並びに
本給及び特別地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た額並びに本給に
１００分の２５を乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合においては１０
０分の１７０．０、１２月に支給する場合においては１００分の１７５．０を乗じて
得た額に、基準日前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。また、文部科学大臣が行う業績評価や役員
としての業務に対する貢献度等を総合的に勘案して法人の長が決定する評
価に基づき、期末特別手当の額の１００分の１０の範囲内で増減できることと
している。

なお、令和６年度では、期末特別手当支給率の引上げ（年間0.05か月分）
を実施した。

該当者なし

該当者なし

非常勤の役員である監事の給与については、非常勤役員手当として月
額５０，０００円を支給している。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

当法人は、博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学
及びその応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料の収集、
保管及び公衆への供覧等を行うことにより、自然科学及び社会教育の振
興を図ることを目的としている。

そうした中で法人の長には、自然史及び科学技術史研究に関する中核
的研究機関の長として、また我が国における主導的な博物館としての活動
を総括するための高いマネジメント能力やリーダーシップ、所管分野にお
ける高度な専門性が求められる。

法人の長の年間報酬額は、人数規模が同規模程度である民間企業の
役員報酬２９，０９６千円と比較した場合、それ以下である。また、法人の長
の報酬月額を指定職５号俸相当として定めているが、指定職５号俸が適用
される官職である研究所・試験所の長は、当法人が自然史及び科学技術
史研究に関する中核的研究機関であること、我が国における主導的な博
物館として活動していることから職務内容及び職責の重要性が近い。こう
した職務内容の特性や国の指定職との比較を踏まえると、報酬水準は妥
当であると考えられる。

当法人は、博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学
及びその応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料の収集、
保管及び公衆への供覧等を行うことにより、自然科学及び社会教育の振興
を図ることを目的としている。

そうした中で法人の役員として理事は、自然史及び科学技術史研究に関
する中核的研究機関であり我が国における主導的な博物館としての活動を
総括する館長を補佐し、法人の業務を掌理する。また館長に事故があると
きはその職務を代理し、館長が欠員のときはその職務を行う。これらの職務
内容及び職責から、マネジメント能力やリーダーシップ、所管分野における
専門性が求められる。

理事の年間報酬額は、人数規模及び役職が同規模程度である民間企業
の役員報酬２９，０９６千円と比較した場合、それ以下である。また、理事の
報酬月額を指定職２号俸相当として定めている。指定職２号俸が適用され
る官職は、実際に該当する例として委員会の事務局長、大規模研究所の
副所長、大病院の副院長などがあるとされるが、当法人は自然史及び科学
技術史研究に関する中核的研究機関であること、我が国における主導的な
博物館として活動していること、理事の職務は法人の長を補佐し、その業務
を掌理することから、職務内容及び職責の重要性が近い。こうした職務内
容の特性や国の指定職との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考
えられる。

該当者なし

該当者なし



　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

理事A

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当者なし

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

該当者なし

当法人は、博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学
及びその応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料の収集、
保管及び公衆への供覧等を行うことにより、自然科学及び社会教育の振
興を図ることを目的としている。

そうした中で法人の監事には、多岐にわたる業務の監査を的確に遂行す
るため法令遵守状況、財務状況や決算状況を判断できる能力を有してい
ること及び中立性、公平性が求められる。

当法人の監事（非常勤）の報酬額は、国家公務員における指定職俸給
表１号俸相当を基礎とし、業務内容、想定勤務日数等を総合的に勘案し
算出している。また、博物館・美術館業務を実施している国立文化財機構、
国立美術館の監事（非常勤）の報酬額との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

文部科学大臣が行う業績評価を勘案して、期末特別手当の額の１００分の１０の範囲内で
増減できることとしている。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大
学法人、民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当で
あると考えられる。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

俸給月額
（昇給）

一定期間を良好な成績で勤務したときに、その成績に応じ、上位の号俸に
昇給させることができる。

賞与：勤勉手当
（査定分）

基準日以前６箇月以内の期間における勤務成績に応じて支給割合（成績
率）を決定している。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

給与種目 制度の内容

俸給月額
（昇格）

勤務成績が良好で、かつ昇格基準に達している場合、１級上位の級に昇
格させることができる。また、上位の級に決定される資格を有するに至った
場合は、その資格に応じた級に昇格させることができる。

独立行政法人通則法（平成１１年７月１６日法律第１０３号、最終改正：平成３０年７月
６日法律第７１号）第５０条の１０第３項に基づき、一般職の職員の給与に関する法律
（昭和２５年法律第９５号）の適用を受ける国家公務員の給与等、民間企業の従業員
の給与等、当該中期目標管理法人の業務の実績並びに職員の職務の特性及び雇
用形態その他の事情を考慮し、社会一般の情勢（国家公務員等の給与水準）に適合
したものとなるよう、学歴、免許・資格、職務経験等を基に給与決定を行っている。

博物館の管理運営、調査・研究、資料の収集・保管及び展示・学習支援等の業務に
従事し、勤務成績の優秀な職員に対し、昇給及び勤勉手当の成績率の加算を行って
いる。また、現に受けている俸給を受けるに至ったときから一定期間を良好な成績で勤
務した場合には昇給することができ、上位の職務に決定される資格を有するに至った
場合には昇任することができ、その職務に応じて昇格させる。

独立行政法人国立科学博物館職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（管理職手
当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休
日給、期末手当、勤勉手当及び管理職特別勤務手当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋役職段階
別加算額＋管理職加算額）に６月期においては１００分の１２２．５、12月期において
は１００分の１２７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋役職段階別加算額＋
管理職加算額）に職員の期末手当及び勤勉手当に関する細則に定める基準に従っ
て定める割合を乗じて得た額としている。

令和６年度では、国家公務員における、一般職の職員の給与に関する法律等の一
部を改正する法律（給与法）に準拠し、以下の措置を講じた。

令和６年給与法改正を踏まえ令和６年４月に遡り実施
・俸給表の引上げ（平均3.0％）
・賞与（期末手当・勤勉手当）の支給割合の引上げ（年間0.1か月）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

109 46.9 8,253 6,072 173 2,181
人 歳 千円 千円 千円 千円

53 43.5 7,087 5,183 153 1,904
人 歳 千円 千円 千円 千円

56 50.2 9,355 6,913 192 2,442
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 41.5 4,371 3,186 144 1,185
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 42.0 4,187 3,058 155 1,129
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 39.7 5,033 3,650 104 1,383
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 50.8 6,132 6,132 182 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 50.8 6,132 6,132 182 0

常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注： 医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）は、該当者がいないた
め省略している。

非常勤職員（年俸制）

研究職種

注：
注： 常勤職員の技能・労務職種、再雇用職員の事務・技術及び非常勤職員の技能・労務職種は該当者が２

人以下のため当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、各区
分の全体の数値からも除外している。

人員

事務・技術

区分

技能・労務職種

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

総額

研究職種

うち所定内

技能・労務職種

非常勤職員

研究職種

事務・技術

再雇用職員

事務・技術



②

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

（事務・技術職員）

平均
代表的職位 人 歳 千円

部長 3 53.8 10,799

課長 8 49.4 9,133

課長補佐 5 52.1 7,835

係長 15 46.9 6,985

主任 6 43.5 5,865

係員 16 32.9 5,183

注：

注：

２４～２７歳、３２～３５歳及び４４～４７歳の該当者は４人以下のため年間給与額の第１・３四分位について
表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再雇用職
員を除く。以下、④まで同じ。〕

10,053～7,710

最高～最低
千円

-

8,178～7,553

7,552～5,943

6,452～5,130

6,311～4,585

注：部長については該当者が4名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年間
給与額は平均のみを記載している。

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢
年間給与額



②

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③ (研究職員）

平均
代表的職位 人 歳 千円

研究部長 6 61.8 11,197

グループ長 12 54.8 9,731

研究主幹 30 49.6 9,227

研究員 8 36.6 6,545

千円

11,965～10,165

10,213～9,034

10,263～7,588

6,861～6,040

年間給与額

最高～最低

注：

注： ２８～３１歳、３２～３５歳、３６～３９歳及び５６～５９歳の該当者は４人以下のため年間給与額の第１・３四
分位について表示していない。また、該当者が２人以下の年齢階層について、当該個人に関する情報が
特定されるおそれがあることから、平均給与額を示す点を表示していない。

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢



④

(事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
% % ％

48.8 45.6 47.1

% % ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 51.2 54.4 52.9

％ ％ ％

         最高～最低 55.0～43.7 55.9～52.3 54.8～50.1

% % ％

54.8 54.6 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.2 45.4 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 49.8～42.2 49.8～42.5 48.6～42.3

(研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
% % ％

50.8 49.9 50.3

% % ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

49.2 50.1 49.7

％ ％ ％

         最高～最低 53.6～43.0 58.3～43.5 56.2～43.3

% % ％

54.8 54.7 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.2 45.3 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 49.8～42.9 49.8～43.3 48.3～43.2

３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

該当なし

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案                      ：97.8

・年齢・地域勘案    　　     ： 87.9

・年齢・学歴勘案             ： 95.7

・年齢・地域・学歴勘案     ： 86.4

項目 内容

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

○研究職員

（法人の検証結果）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

該当なし

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　８０．０％】
　（国からの財政支出額　2,855,040,000円、
　　支出予算の総額    3,565,407,000円：令和６年度予算）

【累積欠損額　０円（令和５年度決算）】

【管理職の割合　１０．７％（常勤職員数５６名中６名）】

【大卒以上の高学歴者の割合　１００％（常勤職員数５６名中５６名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　２１．４％】
（支出総額 　5,496,337,056円、　給与・報酬等支給総額　1,174,137,842円
：令和５年度決算）

俸給表、諸手当等の給与体系は国家公務員に準拠し、また対国家公務員
指数は100を下回っており、給与水準は適切であると考える。

講ずる措置
国家公務員の給与水準に十分配慮し、法人業務の特性等を踏まえ、引き
続き適正な水準を維持するよう取り組む。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案                     ：94.4

・年齢・地域勘案    　　      ：91.5

・年齢・学歴勘案              ：94.3

・年齢・地域・学歴勘案      ：91.4

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　８０．０％】
　（国からの財政支出額　2,855,040,000円、
　　支出予算の総額    3,565,407,000円：令和６年度予算）

【累積欠損額　０円（令和５年度決算）】

【管理職の割合　５．７％（常勤職員数５３名中３名）】

【大卒以上の高学歴者の割合 　９０．６％（常勤職員数５３名中４８名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　２１．４％】
（支出総額 　5,496,337,056円、　給与・報酬等支給総額　1,174,137,842円
：令和５年度決算）

俸給表、諸手当等の給与体系は国家公務員に準拠し、また対国家公務員
指数は100を下回っており、給与水準は適切であると考える。

　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する 基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績
並びに職員の職務の特性及び雇用形態等を総合的に勘案したうえで、職
員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結
果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の
設定に努めていただきたい。



（主務大臣の検証結果）

４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）

○ ２２歳（大卒初任給）

　月額 220,000円 年間給与 3,294,060円

○ ３５歳（本部係員）

　月額 327,600円 年間給与 5,411,952円

○ ５０歳（本部課長補佐）

　月額 449,520円 年間給与 7,629,251円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者　月額6,500円、子１人につき月額10,000円）を支給。

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D) 234,398 237,669 241,728 243,708
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
1,936,912

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

福利厚生費

最広義人件費
1,802,848 1,800,942 1,752,765

非常勤役職員等給与
328,280 331,593 336,083 369,702

退職手当支給額
76,329 64,506 814 138,325

講ずる措置
国家公務員の給与水準に十分配慮し、法人業務の特性等を踏まえ、引き
続き適正な水準を維持するよう取り組む。

給与、報酬等支給総額
1,163,841 1,167,173 1,174,137 1,185,176

区　　分

　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績
並びに職員の職務の特性及び雇用形態等を総合的に勘案したうえで、職
員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結
果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の
設定に努めていただきたい。

勤務成績の優秀な職員に対し、昇給及び勤勉手当の成績率の加算を行っている。また、現に
受けている俸給を受けるに至ったときから一定期間を良好な成績で勤務した場合には昇給する
ことができ、上位の職務に決定される資格を有するに至った場合には昇任することができ、その
職務に応じて昇格させる。



総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

特になし

　「給与、報酬等支給総額」が対前年比0.94％増、「非常勤役職員等給与」が対前年比
10.00％となったのは、令和5年及び令和6年給与法改正を踏まえた俸給の引上げ及び
賞与の支給割合の引上げによるものと考えられる。加えて、定年退職者数が前年度に
比して大幅に増えたことも影響し、「最広義人件費」においては、対前年比10.51％増と
なった。

退職手当額については、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11
月17日閣議決定）に基づき、平成30年1月1日から以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について調整率の引き下げを実施した。
　役員に関する講じた措置の概要：調整率を８７／１００から８３．７／１００へ変更。
　職員に関する講じた措置の概要：調整率を８７／１００から８３．７／１００へ変更。

事務・技術職員及び研究職員の定年年齢は６５歳である。事務・技術職員について
は、令和５年４月１日から段階的な定年年齢の引き上げの措置を講じた。定年年齢の
引き上げに伴い、事務・技術職員については、６０歳に達した管理監督職の職員は非
管理監督職に降任する制度を設けているほか、職員の基本給について６１歳に達する
年度から７割水準とすることとした。


